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1. はじめに 

東京圏の将来人口は2015 年前後をピークに減尐す

ることが人口問題研究所等によって報告され，そうし

たデータを前提にした東京圏の交通需要予測もまた将

来の交通需要は減尐すると報告されるものが一般であ

る．しかし，丸の内，汐留，品川，六本木に代表され

るように東京の都市開発は旺盛であるし，都心三区へ

の外資系企業の立地需要も極めて高い．規制改革推進

会議では土地市場の供給制約を緩和するために，容積

率の大幅引き上げが議論されているし，建築系の東京

メタボリズム学派も都心部の大規模開発計画の価値を

模索している．こうした状況を鑑みるに，今後の交通

インフラ投資のあり方や時間差料金システムなどの導

入価値を議論するために，東京都心部の立地需要に関

する研究は重要と考える． 

このため本研究では，複雑に見える都心部の立地需

要と立地要因とを尐しでも明らかにするために，ゾー

ンやメッシュ単位ではなく，個々の企業の立地先を特

定するデータベースの作成と，立地要因の把握を進め

ている．端緒についたばかりで，港区のみを対象とし，

データベースも完備できていないが，現時点でのいく

つかの所見を報告したい． 

2. データについて 

港区に立地する1197社のデータは東洋経済新報社が

発行する「会社四季報(2008.3)」「外資系企業総覧 2007」

から入手した．着目した企業属性として所在地，立地

階数，資本金，売上高，経常利益，従業員数，業種，

最寄駅距離，親企業の国籍をデータ化した． 

これらのデータを ArcGIS9.2 にて空間データと結合

させデータベースを作成した．空間データには株式会

社ゼンリンが発行する「Zmap TOWNⅡ 2007」を用い

ている．所在地が一致するように空間結合を行い，

Zmap の建物ポリゴンに企業属性データを格納させた．

空間データと属性データの所在地が一致しない場合は 

手作業によって現況の地図と同一になるように修正し

た．その他建物ポリゴンのデータとしてビル名，面積，

建物階数をデータ化した． 

3. 現状の立地状況 

収集した企業の業種別の立地場所を図 1 に示す．俯

瞰すると国道 1,15,246 号等の主要道路沿道に企業立地

が進んでおり，さらに駅周辺に集積する傾向が強い． 

 

国道沿いに立地している企業は全体の 2 割である．特

に神谷町駅，溜池山王駅，六本木一丁目駅付近の地域(赤

破線部)に多くの企業が立地している．また大型オフィ

スビルには多業種，多企業が立地している．例えば世

界貿易センタービル，六本木ヒルズ森タワー，城山ト

ラストタワー，赤坂パークタワーなどがある． 

次に業種別の特徴的な傾向として，金融業は神谷町

駅，六本木一丁目駅，溜池山王駅周辺に集中して立地

している．同様に不動産，コンサルタント，ソフトウ

ェアもこの周辺に多く立地している．化学関連企業は

大門駅周辺に立地している．小売業，卸売業は国道 246

号の表参道駅から青山一丁目駅間に多く立地している．

また，卸売業は西新橋地区にも集積している．食品関

連企業は西新橋 2 丁目，神谷町駅を中心に立地する傾

向がある．運輸関連企業は港区の北東側(新橋-虎ノ門周

辺)に半数以上が立地している．情報通信業は各駅から

300m 以内に 8 割以上の企業が立地している．駅によっ

て企業数に大きな偏りはなく立地していることから，

駅への依存度が高い業種と言える．  

 

図 1 業種別企業立地図 
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倉庫業は(株)三菱倉庫，(株)安田倉庫を例に海側(芝浦周

辺)に立地している．  医療関連企業は愛宕を中心に

300m 程度の間隔で企業が立地している． 

4. 立地要因について 

1.交通アクセス 2.大型ビルと床面積 3.空間集積の経

済の観点から立地要因を考察する． 

 1) 資本金，売上高，経常利益と駅距離は負の相関を

もっているが，相関関係は弱い．資本金が 100 億円を

超える企業は 500m 圏内に立地し，三菱自動車やホン

ダはほぼ駅に隣接して立地しているなど，企業の利潤

が高いところが交通の便が良い所に立地する傾向はみ

られる一方でソニー(株)や(株)東芝は駅から 500m 程度

離れたところに立地している．これら企業はアクセス

性の他に賃貸料やオフィス床面積が大きく起因してい

ると考えられるが，今回はこれらデータを入手できて

いないため今後の課題としたい． 

2) 大型ビルは 1 フロアの床面積が広く使用でき大企

業のニーズに適していること，グループ企業や取引企

業が同じ建物内に立地できればより生産性を向上させ

ることができる．これらの理由から多業種多企業がひ

とつの大型ビルに立地していることが考えられる．大

型ビルの業種別企業立地数を図 2 に示す．並びは企業

立地数の大きい順に左から城山トラストタワー(A)，泉

ガーデンタワー(B)，赤坂ツインタワー(C)，アーク森ビ

ル(D)，赤坂パークビル(E)，六本木ヒルズ森ビル(F)，

愛宕グリーンヒルズ MORI ビル(G)，世界貿易センター

ビル(H)となっている．大型ビルに立地している業種の

割合は金融(35%)情報通信(13%)コンサルタント(9%)の

順に大きい．六本木周辺のビルはこの傾向にあるが，

世界貿易センタービルは多業種が同じ程度の割合で立

地している特徴が得られた． 
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図 2 業種別企業立地図 

3) 小売業や卸売業の企業が青山に立地するのは，ア

パレル関係の店舗が多いことや渋谷区など隣接する地

区の影響も考えられる． 港湾地区に立地する傾向にあ

る企業は自社で専有できる空間を求めている業種に多

い．倉庫業がその例である． 

その他の立地特性として外資系企業の立地特性につ

いて述べる．図 3 に外国公館と外資系企業の立地関係

を示す．東京に立地している 170 の外国公館の内，約 5

割が港区に集中し，これに比例するように外資系企業

は全国の 25％が港区に立地している．上記から外資系

企業が立地場所を決定する際に外国公館の存在が関係

していると考えられる．外国公館は港区の西側に多く

立地している．六本木付近で企業と外国公館が混じり

合って立地しているが，スペイン大使館の周りにスペ

インに本社を置く企業が立地するなど関係性はみられ

ない．また，外資系企業のみに着目するとアジア系の

企業は新橋，虎ノ門に集中して立地しており，親企業

の国籍が関係していることが考えられる． 

 

図 3 外国公館と外資系企業の立地図 

5. 最後に 

既存の土地利用研究がメッシュサイズでの分析や都

市間での分析など集約したデータでの分析に対し，本

研究では港区に立地する企業を個別に調査し，企業立

地の特徴を考察した．地区や大型ビルによって立地す

る企業の傾向や外資系企業の立地に特徴的な行動など

の知見を得ることができた． 

今後は得られた知見を踏まえ，企業間取引について

精査し，企業間取引と企業立地の関係について調査を

行ってく必要があると考えている. 
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